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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

・2023.2  郷土鍋を通じた関係人口の創造　-食文化の次世代伝承と地域活性化-（地域づくり2023年2月号、
一財）地域活性化センター）
・2022.7　農的関係人口創出へ（日本農業新聞「現場からの農村学教室」（2022.7.31）、㈱日本農業新聞）　な
ど

地域資源のリブランディングによる地域づくり

地元北海道を拠点に、全国他地域とも連携したまちづくり及び地域づくり活動に取り組んでいます。

これまでの活動で培った全国の様々な同志との連携により、地域のニーズにマッチした特に0→1の取組創出を得意
としています。

直近では、北海道を代表する郷土料理「石狩鍋」の衰退を受け、またこうしたトレンドにある全国の郷土鍋地域と
タッグを組み、「郷土鍋」のリブランディングからファン作り、「郷土鍋」をフックにした関係人口創出に向けたプロジェクト
を展開しながら、「郷土鍋」の次世代伝承に向けた活動を進めています。

例えば、現代風アレンジ郷土鍋の開発や商品化、全国の郷土鍋を一堂に集めて味わう「鍋フェス」の開催、郷土
鍋にまつわるスポットを巡る「郷土鍋聖地巡礼ツアー」の造成、SNS上での郷土鍋コミュニティの立ち上げ、郷土鍋
クッキング教室開催など、これらの取り組みを通じ交流・関係人口の拡大などに取り組んできました。

2002年　小樽商科大学商学部企業法学科　卒業
2002-2015年　北海道にてまちづくり・地域づくり業務に従事
（各種ハンズオンサポート、域学連携など）
2015年-　北海道石狩市にてまちづくり・地域づくり業務に従事
（商店街魅力化、農業担い手確保業務など）
2018-2020年　任意団体「石狩シェアハピシティ計画」立上げ、事務局長
2020年-　「一般社団法人石狩シェアハピシティ計画」立上げ、事務局長
（2021年度内閣府関係人口創出・拡大に向けた対流促進事業など）

北国鍋フェスinTOKYOの様子 アレンジ石狩鍋クッキング教室in能登の様子



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

・2013年　北海道礼文島及び利尻島における域学連携事業のトータルコーディネート
（全国の大学生40人を約1ヶ月間来島させ、地域観光商品の開発）

・2022年　石狩鍋（北海道）、鳥鍋（北海道）、せんべい汁（青森県）、きりたんぽ鍋（秋田県）の郷土鍋
地域連携による関係人口創出プロジェクトのトータルコーディネート
（アレンジ郷土鍋開発：5鍋、関係人口創出数：730人）　　など

既成概念に捉われず、1プレイヤーの視点を持ってアイディア出しを行い、そこからブラッシュアップを行いな
がら、実現に向けた仲間を探してマッチングを行いながら、取り組みの土台を作り上げていくようにしていま
す。もちろん、地域ニーズにきちんとマッチするよう、しっかりと融合していくことが肝だと感じています。

これまでの活動でお世話になった全国の方々とのご縁を大事にしつつ、今まで自身を育てて頂いた御恩返
しの意味でも、他の困っている地域の方々のお力になれればと考えています。何事も自分事と捉え、しっか
りと勉強しながら取り組んで参る所存です。どうぞよろしくお願いいたします。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

○ 6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

○ 子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR

財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス river〔アットマーク〕ishikarishc.com

一般社団法人石狩シェアハピシティ計画 https://ishikarishc.com/

札幌テレビ放送株式会社
https://news.ntv.co.jp/n/stv/category/society/ste973482a5c8d44029895

e3f8298fb23a


